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今月号の概要 
 
１.科学技術トピックス 
 
1.1 ライフサイエンス分野             
（１）動脈硬化の新規メカニズム 
動脈硬化は、血管を形作る細胞の異常増殖
が原因とされるが、血液中の幹細胞が血管壁に
付着し増殖する新たなメカニズムが示された。 
（２）がん特異免疫療法の最近の進歩 
がん研究の日米セミナーにおいて、がんペプ
チドワクチンの臨床応用開発は企業化まで時間
を要するが、一方、がん抗体治療は既に企業化
されており、今後、数年でレベルは急上昇すると
の見方が示された。 
 
1.2 情報通信分野                
（１）Last One Mile（末端アクセス回線）の動向 
Last One Mile について、①ＩＥＥＥでの標準
化動向、②電力線通信システムの動向、③プラ
スチック光ファイバの動向の３点を報告。 
（２）非同期回路構成法 GasP 
LSI 高速化のキーテクノロジーの一つ、非同
期回路構成法の新しい方式が発表された。 
（３）ＮＧＮ(Next Generation Network)の標準化
を巡る国際競争 
次世代通信網の標準化において、ＩＴＵに代
わりＥＵプロジェクトが主導権を握ろうとする動き
が出てきた。移動通信の GSM に続き、ＮＧＮの
標準化も握ろうというＥＵの狙いがある。 
 
1.3 環境分野                    
（１）廃棄物から生成されるダイオキシン類計測
の技術的課題 
廃棄物焼却時に生成されるダイオキシン類の
濃度をリアルタイムで直接計測する技術は極め
て難しく、産学官が協力した研究開発が必要。 
 
1.4 ナノテク・材料分野              
（１）半導体３次元フォトニック結晶 
京大野田教授グループは、積層させたサブミ
クロンサイズの人工結晶で光の禁制帯を確認。
複雑な光デバイス回路実現へ可能性が広がる。 
（２）シンポジウム「不揮発性磁気メモリーＭＲＡ
Ｍの現状と展望」 
応用物理学会で磁性専門家と半導体デバ 
 
イス開発者が交流し、MRAMの高容量化実
現の必要性とそれに伴う問題点を共有した。 
（３）「超伝導研究開発の今後のあり方について
の提言」が発表される 
新たな動きが活発な超伝導研究に関して、
わが国の研究者グループから今後の方向性
についての提言が出された。 
 
1.5 エネルギー分野               
（１）革新的原子炉開発の世界的動向 
米国では、原子力研究の復興を目指した計
画が進められている。また革新的な小型原子
炉の国際開発計画も推進されているが、米国、
仏国で思惑に差がある。 
 
1.6 製造技術分野                
（１）日本機械学会FA部門講演会が開催される 
生産情報処理技術の研究がネットワーク環
境を意識した実用的なシステムの研究に移行
してきている。 
（２）印刷法による高分子有機 EL製造技術 
次世代ディスプレー用素子となる有機 EL素
子を、印刷により製造する技術が応用物理学
会等において発表された。工業的製造技術と
して注目される。 
 
1.7 社会基盤分野                
（１）火災と人間挙動国際シンポジウム 
建築物の火災時の人間挙動に関する研究
は未だ十分でない。これを、建築学、安全工
学、心理学等の学際的なアプローチから議論
するための国際的な研究集会が開催された。 
（２）メガフロートの波による挙動の解析理論 
メガフロートの波による挙動の解析について、
十分な精度が確保された Design by Analysis
用のツールが開発された。 
 
1.8 フロンティア分野               
（１）ロシアが有人火星探査を計画 
ロシアの研究者グループが 2020 年の実
現を目指し、有人火星探査計画検討に着手。
米国の動向と併せ、今後の国際協力が望ま
れる。 
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2.特集 ライフサイエンス・医療分野
の注目動向 
 
ヒトゲノム解読を巡る国際解析チームとセ
レラ社の動向及びわが国の今後の動き 
 
2001年 2月に国際ゲノム解析チーム及び米国
のセレラジェノミクス社から、各々、ヒトゲノム配列
解析結果が報告された。同社は、一塩基多型
（SNPs）の研究及び、がん細胞に特異的に発現す
るタンパク質の検索を進めていることを発表した。
特に後者は、がんの診断方法の確立や、がんワク
チン開発を目指すものである。 
わが国では、ヒトゲノム解析を突破口とした疾患
の克服を目指し、①ヒトゲノム構造・多様性解析
（ヒト遺伝子解析、SNPs 研究など）、②ヒトゲノム機
能解析（タンパク質構造・機能解析、バイオインフ
ォマティクスなど）の研究を推進している。 
本特集では、こうしたヒトゲノム解読及びポスト
ゲノム研究などについて、海外とわが国における
動向を解説する。 
 
 
 
 
3.特集 ナノテクノロジー／情報通
信分野の注目動向 
 
次世代 LSI 用リソグラフィー技術の研究
開発動向  
 
80 年～90 年代前半を通じて日本の半導体産
業が世界トップシェアを誇ってきた要因に、キーテ
クノロジーの一つであるリソグラフィー技術の優位
性があった。しかし、2000年度ではステッパーのト
ップシェアをオランダ ASML 社が取り、４月には
0.03µmを視野に入れた EUV露光装置が米 EUV 
LLC コンソーシアムを中心に開発されるなど、そ
の優位性が失われつつある。 
本特集では、欧米のリソグラフィー技術の開発
戦略とともに将来へ向けたリソグラフィー技術の動
向について解説する。 
 
 
 
 
 
4.特集 日米欧の政府Ｒ＆Ｄ予算に
関する政策動向 
 
米国では 4 月に 2002 年度の大統領予算教書
が発表され、現在、議会において予算審議が本
格化している。 
一方、EU では 2002 年度から始まる第６次フレ
ームワークプログラムへ向け、重要分野への重点
投資が検討されている。 
本特集では、米国、ＥＵの政府 R&D 予算に関
する最新の政策動向を中心に解説する。 
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１．科学技術トピックス 
 
以下は科学技術専門家ネットワークにおける専門調査員の投稿（５月号は４月７日より５月６日まで）を
「科学技術トピックス」としてまとめたものです。センターが関連する複数の投稿をまとめ、また必要な情報
を付加して独自に編集するため、原則として投稿者の氏名は掲載いたしません。ただし、投稿をそのまま
掲載する場合は、投稿者のご了解を得て、記名により掲載しています。 
 
 
1.1 ライフサイエンス分野 
 
（１）動脈硬化の新規メカニズム 
2001年 4月号のNature Medicine（Vol.7, No.4, 
Page 382-383）に掲載された東京大学大学院医
学系研究科の永井良三教授らが発表した論文
「 Circulating smooth muscle progenitor cells 
contribute to atherosclerosis」を紹介する。 
心臓移植後の術後合併症として動脈硬化から
おこる再狭窄があり、再移植を必要とする例が問
題となっている。これまで心臓移植後の再狭窄は、
中膜①にある平滑筋細胞が血管の内膜に現れ、
異常に増殖するため起こるという定説があった。し
かし今回の発表で、流血中の幹細胞②（末梢血幹
細胞）が内膜に付着し、平滑筋細胞に分化・増殖
することによって病変を形成することが示された。 
血管新生のための血管形成術ではバルーン
（風船）を用いた拡張術が行われている。バルー
ン拡張によって血管壁で平滑筋が増殖することが
知られているが、この機序による可能性が高い。
また、この末梢血幹細胞の血管への付着が阻害
できれば、移植後の再狭窄を防止するとともに、
同様のメカニズムで起こると考えられる動脈硬化
を予防することが期待できる。 
 
（２）がん特異免疫療法③の最近の進歩 
平成 13年 3月 21日～22日に、日本学術振興
会の助成事業「日米がん研究協力事業」の援助
及び米国国立がん研究所（National Cancer 
Institute-NCI）の協力の下、がん研究に関するセ
ミナーがハワイで開催された。本セミナーでは、が
ん特異的免疫療法の最近の進歩に関して日米の
科学者 20 名が集中討議を行った。日本側のコー
ディネーターは久留米大学医学部の伊東恭悟教
授であり、米国側は NCI 外科の Douglas J. 
Schwartzentruber博士であった。 
これまで、がん細胞やがん抗原由来のペプチドで
リンパ球を刺激し続けると、がん細胞に特異的に
反応するキラーT 細胞が誘導されることが分かっ
ており、これらのペプチドはがんワクチンとして期
待されている。 
本セミナーにおいて、キラーT 細胞に認識され
る分子を有するがん拒絶抗原遺伝子が 200 種類
以上同定され、それらにコードされる T 細胞認識
性ペプチド分子は 300種類以上同定されているこ
と、がん患者血清中の IgG 抗体により認識される
分子は 1,500種類以上同定されていることが判明
した。今後この数はさらに増加し、特異免疫系（T
細胞・B細胞）により認識されるがん細胞の分子の
全体像は、今後 3～5 年以内に明らかにされると
予想される。 
しかし、これまでに患者を対象とした臨床試験
におけるがんペプチドワクチンの有効症例は数十
例報告されているものの、再現性に乏しく、臨床
効果が確実に得られる治療法は現在まだ開発さ
れていないことが明らかとなった。ペプチドワクチ
ンによる免疫療法の開発には、一層の臨床研究
の推進が不可欠との共通認識が再確認された。 
一方、抗体を基剤としたがん免疫療法は、臨床
効果が明らかな抗CD20抗体や抗Her2/neu抗体
などが、ここ 2～3年間に全世界的に使用されるよ
うになり、大きな進展が認められていることが再確
認された。それらの成果に立脚し、ヒト化抗体④作
製技術や分子標的技術の進歩が伴って、がん抑
制能力のより高い抗体が開発されつつあることも
明らかになった。また、臨床研究を総合的に評価
した場合、シグナル伝達⑤に関与する抗原分子に
対する抗体が臨床効果で優れていることが分かり
つつあるため、この領域の抗体開発が企業レベ
ルで急進展するものと予想される。 
本セミナーでは、がんペプチドワクチンの臨床
応用開発はまだ途上であり、企業化までに今後 3
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～5 年間は必要であると考えられた。一方、がん
抗体治療は既に企業化がなされており、今後 3～
5年間でそのレベルは急上昇すると予想された。 
（久留米大学医学部  伊東恭悟氏の報告） 
 
 
----------------------------------------- 
用語説明 
①中膜 
血管は、血液接触面で内皮細胞から成る内膜、その外
側に平滑筋細胞と細胞外マトリックスから成る中膜、さら
にその外側に繊維芽細胞とコラーゲンから成る外膜とい
う三層構造をとっている。 
 
②幹細胞 
幹細胞は未分化の細胞で、種々の細胞に分化しうる。
骨髄由来の幹細胞は流血中にも存在し、血球系に分化
するだけでなく種々の臓器の再生にも関与することが最
近明らかとなった。 
 
③がん特異免疫療法 
がん細胞に特異的に反応する免疫細胞（キラーT 細胞
など）や抗体などの免疫反応を利用した治療法 
 
④ヒト化抗体 
マウス抗体の抗原結合部位以外をヒト免疫グロブリン
に置き換えた抗体。 
 
⑤シグナル伝達 
細胞はホルモンなどの伝達物質を介して細胞間で情報
伝達を行う。細胞内では、伝達物質の受容体を介して情
報の伝達を行い細胞の増殖・分化などを制御している。こ
の細胞内シグナル伝達の異常により、細胞のがん化、免
疫病、神経難病などが引き起こされることが知られている 
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1.2 情報通信分野 
 
（１）Last One Mile(末端アクセス回線)の動向 
ＩＴ基本戦略などでブロードバンド化が推進され
ている Last One Mile（基地局と家庭、オフィスを
つなぐ末端アクセス回線）であるが、その技術動
向のトピックスを専門調査員報告より紹介する。 
①IEEE での EFM(Ethernet① in the First Mile) 
検討状況 
IEEE802.3委員会において、EFMワーキンググ
ループ②（日本からはＮＴＴが参加）が 2000 年 11
月に結成されたが、2001年 3月 12～15日に開催
された Plenary Meeting では IEEE-SA(IEEE 
Standard Association)に対してプロジェクトの承認
を求めるための課題(Objectives)を作成した。 
EFM は光ファイバネットワーク導入上の課題と
言われている Last One Mile を Ethernet in the 
First Mile として利用者側の視点で取り上げ、アク
セス系の高速化を目的としている。日本ではアク
セス系の商用化が 10Mbpsレベルで議論されてい
るが、EFMでは 1G（＝1000M）bpsを前提とした議
論がなされるようであり、アクセス系の高速化で日
本がさらに取り残されると懸念される。（青山学院
大学理工学部  水澤純一氏） 
②電力線通信システム 
電力線をデータ通信に用いる電力線通信③
(Power Line Communication) システムに関する国
際会議 ISPLC2001( International Symposium on 
Power-Line Communications and Its Application )
が、2001 年 4 月 4～6 日にスウェーデンのマルメ
市で開催された。この会議は毎年１回開催され、
今年で５回目を数える。本年は、大学の研究者に
よる基礎検討が中心であった昨年までとは打って
変わった雰囲気であった。 
欧州では、より広い周波数を使用できるよう法
律も改正されつつあり、Last One Mileを、電力線
を使った 10Mbps 以上のサービスで実現する動き
がはっきりしてきている。それに伴い、家庭内 LAN
としての研究開発が進んでいる。また米国でも家
庭内 LANを中心に研究開発が進んでいる。 
今回の会議でも、すでに市販フェーズに入って
10Mbps を超える（最高は 45Mbps）製品が欧米
（及び韓国）の企業より出品展示された。また、複
数の電力線通信に関する、欧州委員会の研究プ
ロジェクトも成果の報告を行っており、出展者は
「携帯電話、ADSL④に続く欧州委員会の通信プロ
ジェクトは電力線通信である」と熱心に語った。 
参加者は 28 カ国 180 名、研究発表 59 件、キ
ーノートスピーチ６件があった。平行して複数メー
カーによる実物展示、ビジネス関連発表、パネル
ディスカッションが行われ、欧米を中心に高い注
目を集めていることを物語っている。 
欧米（及び韓国）からの企業を含む多くの参加
者と発表に比べ、日本からは、メーカー１社、大学
数人の参加のみであった。日本での同分野にお
ける研究開発を一層活性化する必要性を痛感し
た。（名古屋大学工学研究科  片山正昭氏） 
③プラスチック光ファイバ⑤ 
高速・大容量のネットワーク型サービスを支える
ファイバとして、プラスチック光ファイバ（POF； 
Plastic Optical Fiber）が注目されている。最近の
情報処理学会誌で森倉氏（松下電器産業）がそ
の動向を報告している（『情報処理』Vol.42、No.4、
pp.390-392、2001年 4月）。 
650nm 帯 LED（発光ダイオード）と POFの組み
合わせで 500Mbpsを 50 メートル、VCSEL(面発光
レーザ)と POFで 1.2Gbpsを 50 メートル、1300nm
帯 LD（半導体レーザ）と POFで 11Gbpsを 100 メ
ートル伝送することがそれぞれ実証されている。 
POFは国内の 3社で全世界の生産量の大半を
占めており、日本から世界に発信できる基盤技術
の 1 つであろう。住宅業界、自動車業界との連携
の中で、技術開発、標準化、実用化の加速が期
待される。（創価大学システム科学研究所  木村
富美子氏） 
 
（２）非同期回路構成法 GasP 
従来の VLSI はチップ全体にクロックという同期
信号を配布することで動作をさせているが、将来
の高集積化と配線自体の遅延によりクロックを
VLSI 全体に配布することは困難であることが指摘
されており、この問題を解決する回路構成法とし
て非同期回路(Asynchronous Circuit)の研究が行
われている。 
2001年 3月 11～14日に米国のソルトレーク市
で開催された ASYNC2001 では、毎年この分野の
トップレベルの研究が発表される。今回、Best 
Paperを受賞した論文では、パイプラインデータパ
スを高速に制御する新しい非同期回路構成法が
提案されている。 
0.35um テクノロジーを用いて実際にこの回路を
試作したところ 1.5GDI/s(giga(=109) data item per 
second)の性能を達成できたと報告している。試作 
に用いられたテクノロジーがさほど新しくないにも
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かかわらず、この性能を達成したことで大いに注
目を浴びた。発表者 I. Sutherland は Sun 
Microsystems の研究者で、このことも、非同期回
路による VLSI 設計が、研究レベルから実用レベ
ルに近づいたものとして受け止められ、今後もま
すます注目すべき分野と思われる。(東京大学先
端科学技術研究センター  中村宏氏の報告) 
 
（３）NGN（Next Generation Network）の標準化
を巡る国際競争 
通信ニーズは、電話サービスからデータ通信サ
ービスへ大きく移りつつある。一方、従来の通信
網は電話を前提に構築されており、データ通信サ
ービスの提供には必ずしも適していない。 
そこで、データ通信サービスを主対象とし、通
信網のコンセプトをゼロから考え直した次世代の
ネットワークが脚光を浴びている。これが NGN で
ある。NGNでは、①電話番号による利用者の識別、
②地域網・長距離網・国際網を樹枝状に接続して
構築する通信網、といった従来の電話網で原則と
されていた事項すら覆される可能性が高い。 
電気通信に関する国際標準化を百年以上にわ
たり担当してきた電気通信国際連合 (ITU)は、
「NGN についても標準化活動を担当しよう」という
ねらいの下に、2001年 4月 24日にワークショップ
“Transition towards next generation networks”を
開催した。しかし、その場で、欧州を中心とする
NGNI（Next Generation Networks Initiative）のメ
ンバーは、米国やアジアにも NGNI への参加を呼
びかけ、ITU とは無関係に地域間協力の形で
NGNのフレームを構築することを提案した。 
NGNI とは、欧州委員会第５次フレームワークプ
ログラムにおける IST プログラム（ Information 
Society Technologies Program）の一環として実施
中のプロジェクトである。その後、欧州電気通信標
準機構(ETSI)から、各地域の標準化団体に対して
同プロジェクトへの招請があり、5 月と 6 月に各団
体が参加する準備会合が開催される運びとなっ
ている。 
NGN について構想段階から主導権を取れるか
否かは、今後の情報通信分野における産業競争
力に大きな影響を与える可能性が高い。ＥＵは移
動通信サービスについてGSM方式を事実上世界
の標準にしてその領域での競争力を確保してい
るが、NGNI は今後もそれを維持させていきたいと
いう希望に基づくものと考えられる。わが国も、産
学官が協力して、早急にこの NGN に対する対応
を強化すべきである。 
（科学技術動向研究センター客員研究官 山田肇） 
 
 
----------------------------------------- 
用語説明 
①Ethernet 
LANの規格の一つで、現在最も広く普及している。通信
速度 10Mbps と 100Mbps があり、1Gbps の規格の標準化
も進められている。 
 
②EFMワーキンググループ 
光ファイバを用いた 1Gbps から VDSL④による数 Mbps
にわたる広い範囲で、データ、電話、ビデオ画像などの通
信を行うための技術的検討を行っている。 
 
③電力線通信 
家庭のコンセントにつながる電力線を通信に使用する
もので、家電製品の制御から始まり、家庭内 LAN から
Last One Mileの通信回線へと応用が広がった。日本では
利用できる周波数帯域が 10kHz～450kHz 程度に制限さ
れていたが，４月に総務省が 2MHz～30MHz 帯の追加を
指示しており、高速回線としての利用が期待されている。
また、九州電力と三菱電機が 3Mbps での通信テストを行
っている。 
 
④ADSL、VDSL 
DSL(Digital Subscriber Line)は現在の電話回線（銅配
線）を用いて数 Mbps～数十 Mbps の高速通信を行う技術。
基地局からの距離や配線の状態によって通信速度が変
化すると言う欠点があるが、ISDN の数倍～十数倍の速
度と、光ファイバーのような新規配線の敷設が不要なこと
から米、韓国などで急速に普及した。いくつかの方式があ
り、まとめて xDSL とも呼ばれる。ADSL(非対称 DSL)は上
り数百 kbps、下り 1.5Mbps程度、VDSL(Very high bit rate 
DSL)は 40-50Ｍｂｐｓ程度の速度が出る。 
 
⑤プラスチック光ファイバ（ＰＯＦ） 
POFは、コア、クラッドともプラスチック製の光ファイバで、
当初は照明用などに使用されていたが、1990年代に慶応
大学小池教授が低損失の GI（屈折率分布）型 POF の製
法と材料を開発し、性能が飛躍的にあがったことから注
目が集まった。高速通信に使用されるのは、主に、屈折
率が連続的に変化する GI 型と階段状、多段階に変化す
るマルチステップ型である。高速デジタル信号を転送する
のに適した広域帯特性と優れた耐雑音特性を有すること、
光信号を伝播するコア部の太さがガラスファイバ（Grass 
Optical Fiber; GOF）の 20～100倍もあり、ファイバ同士を
容易に接続できること、また安価で柔軟な材料（ポリメチ
ルメタクリレート系）を利用していることなどから、家庭、オ
フィス、自動車内などの比較的近距離でかつ高速のネット
ワークの構築に適している。 
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1.3 環境分野 
 
（１）廃棄物から生成されるダイオキシン類①計測
の技術的課題 
廃棄物の中でも特にプラスチック類の処理問題
は早期解決が求められている。プラスチック類は
年間 17 種類、1200 万トンが生産され、700 万トン
が廃棄されている。この内、ポリ塩化ビニル（ＰＶ
Ｃ）には塩素が含まれるため、焼却時にダイオキ
シン類の発生源となり、また処理システムの材料
腐食問題も引き起こしている。 
現在の主たる処理方法は、ダイオキシン類の発
生を抑制するための燃焼条件として法令で定めら
れた 800℃で２秒間以上の滞留を満足するとされ
る焼却炉での処理である。これに代わる新型廃棄
物処理として想定されているのがガス化・溶融シ
ステムであり、ドイツ、日本を中心に複数のタイプ
のものが開発中で、ダイオキシン発生量を現在の
環境基準を 1 桁下回るレベルに低減させるとする
装置も提唱されている。 
一方、鹿児島県川辺町、摂南大学（大阪府）、
民間企業が共同で「有毒ダイオキシンの無害化
技術の実用化に向けた検証作業」を推進するとい
う動きもある。これは、ダイオキシン類をナトリウム
などの還元性を持つ金属などと化学反応させるこ
とで、ダイオキシン類中の塩素原子を水素原子に
置き換え、無害化させることを狙ったものである。 
このような処理法における大きな問題のひとつ
に、生成されるダイオキシン類を随時、定量的に
測定する技術が開発されていないということがある。
焼却処理においては、逐次投入される廃棄物は
組成も量も時間的に変動する。このため、常に環
境基準以下となるようにダイオキシン類の生成状
態を把握する必要がある。 
しかしながら、現状の計測方法では、運転停止
している焼却炉の煙道から採取した排煙中からダ
イオキシン類を溶剤で抽出・濃縮するなどの前処
理を行った後に、ガス・クロマトグラフィー／質量
分析装置で分析するという手法がとられており、
測定結果がわかるまでに、最低でも 2 週間、年度
末などでは 3 ヶ月近くの時間を要している。また、
その費用も高額で、法令で義務付けられているの
は、わずか年 1回の計測である。このような状況の
ため、ダイオキシン類の計測は専門の業者に委
託するのが一般的になっている。 
このような状況の下、数時間程度での計測を行
うべく、ダイオキシン類の同族体を測定する装置
が複数の大手企業によって販売開始されてはい
る。また、昨年 12 月 20 日付の新聞報道では、東
京の電子機器メーカーがレーザーを用いて高感
度でしかもダイオキシン類を直接測定できる可能
性を持った装置を開発したと発表されたが、実際
のダイオキシン類測定の実証はこれからである。 
レーザー計測は、環境基準 0.1 ナノグラム毎立
方メートル以下という極微量の物質をリアルタイム
で測定できる最有力手段と言われているが、排煙
中濃度の定量的計測を実現するには分光的な原
理から大きな技術的困難が予想される上に、膨大
な量になると見込まれるダイオキシン類の光学的
な分子データは未だにほとんど測定されておらず、
これらが研究発展の大きな障壁となると予想され
ている。 
ダイオキシン類への対策では、まず計測技術の
確立が焦眉の急となっている。このために、既存
研究機関の連携や研究推進体制の新たな設立
など、早急かつ強力な産官学連携の研究開発の
推進が求められよう。 
 
 
----------------------------------------- 
用語説明 
①ダイオキシン類 
ポリ塩化ジベンゾ−パラ−ジオキシン（ＰＣＤＤ）とポリ塩
化ジベンゾフラン（ＰＣＤＦ）をダイオキシン類、コプラナー
ポリ塩化ビフェニル（コプラナーＰＣＢ）のようなダイオキシ
ン類と同様の毒性を示す物質をダイオキシン類似化合物
と呼ぶ。ダイオキシン類の現在の主な発生源は、ごみ焼
却による燃焼で、その他、たばこの煙、自動車排出ガス
等の様々な発生源がある。動物実験では、甲状腺機能、
生殖器官への影響、免疫機能低下を引き起こすことが報
告されているが、人に対しても同じような影響があるのか
は不明。 
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1.4 ナノテク･材料分野 
 
（１）半導体３次元フォトニック結晶 
京都大学大学院工学研究科電子物性工学教
室の野田進教授は 2001 年４月の日本結晶成長
学会誌で３次元フォトニック結晶について発表し
た。現在までに、さまざまな興味深い３次元フォト
ニック結晶①作製法が提案されているが、理想的
な条件をもつ結晶は得られていなかった。この条
件の一つ、完全なフォトニックバンドギャップ②を
得るために、野田教授等によって提案・開発され
たマイクロマシーニング法とウエア融着法を組み
合わせた新手法が紹介されている。この方法によ
れば、0.2～1 ミクロンの太さで十分アスペクト比の
長い半導体単結晶を、まるでキャンプファイアー
で使う組薪のように積層することができる。たとえ
ば、周期４ミクロン、幅１ミクロン、厚さ 1.2ミクロンの
半導体/空気回折格子を４層積層したフォトニック
結晶に垂直に赤外光を通過させたところ、ほぼ設
計値どおりの波長カットが実現できた。この波長カ
ットは、このフォトニック結晶にフォトニックバンドギ
ャップが形成されていることを示している。 
三次元ナノテクノロジー製造技術として、また、
具体的な応用例としても有意義な成果である。な
お、同教授のグループは半導体 2 次元フォトニッ
ク結晶の開発にも取り組んでおり、点欠陥を導入
した２次元フォトニック結晶において、理論的に予
言されていた光子の捕獲と自由空間への放射を
明瞭な実験結果で立証した(Nature 2000年 10月
5 日号)。これらの成果は、光学デバイスのみで動
作する複雑な回路の実現へ道筋を示したものと
考えられる。 
 
（２）シンポジウム「不揮発性磁気メモリーＭＲＡＭ
の現状と展望」 
2001 年 3月 29日、応用物理学会により、高速
での書き込み読み出しが可能な次世代の不揮発
性メモリーＭＲＡＭ③に関するシンポジウムが開催
された。 
不揮発性メモリーとしてのＭＲＡＭの可能性は、
日本応用磁気学会において磁性研究者を中心と
して過去数年にわたって議論されてきた。今回、
半導体研究者と磁性の基礎研究者がシンポジウ
ムを開催するという企画は、両分野の交流をはか
り、今後解決すべき問題点を認識・共有できたと
いう意味で大変有意義で時宜を得たものである。
シンポジウムは大教室に立ち見がでるほど盛会で
あった。聴衆には半導体集積回路開発の関係者
の姿も多く見られ、関心の高さがうかがわれた。 
はじめに、宮崎氏（東北大）による簡単なイント
ロダクトリがあったのち、猪俣氏(東北大)が、ＭＲＡ
Ｍの原理と作製技術、将来展望についてわかり
やすく解説した。鈴木氏(電総研)は単結晶 Fe を
使った実験によりトンネル磁気抵抗（TMR）④は２
原子層まで薄くしても保たれることを報告した。安
藤氏（東北大）はコンタクトＡＦＭを用いた電流マ
ップの実験により絶縁障壁の分布の均一性が高Ｔ
ＭＲ比を得るのに重要であると指摘した。堀口氏
(東芝セミコンダクター)は、各種半導体メモリーの
市場動向、動作原理、応用分野を概観したのち、
ＭＲＡＭが不揮発性という特徴の他、磁気抵抗比
が素子面積に依存しないため高集積化が可能な
こと、高速であること、繰り返し回数が 10 の 15 乗
回以上と高いなどの特徴をもつことを示した。大
谷氏(東北大)は、電流磁界の代わりに、圧電効果
による素子選択を用いるという提案をした。能崎
氏（九大）はシミュレーションから、材料の磁気特
性やパターン形状の最適化によって反転磁化を
大幅に低減できることを示した。斉藤氏（東芝）は、
出力電圧が低い原因である磁気抵抗比のバイア
ス依存性をなくすためには、２重トンネル接合がよ
いことを示した。Tehrani 氏（米国モトローラ社）は
256ｋｂのＭＲＡＭのアーキテクチャを中心に必要
とされる各要素技術について述べた。 
議論が集中した点は、ＭＲＡＭの高集積化にと
もなう課題であり、読み出しで重要な高いＴＭＲ信
号電圧をいかに得るか、また書き込み時のスイッ
チング磁界をどのように低減させるかなどがあった。
今後、大容量ＭＲＡＭ用の研究開発の発展が期
待される。 
 
（３）「超伝導研究開発の今後のあり方について
の提言」が発表される 
日本の超伝導研究者のグループである超伝導
科学技術研究会（会長 太刀川恭治東海大学教
授、（財）未踏科学技術協会に設置）は、超伝導
材料の実用化に向けた研究開発に対し重点的に
投資すべきであるという提言を 2001年 4月 12日
に発表した。 
最近の青山学院大学の秋光教授グループが
見出した MgB2
⑤の超伝導をはじめ、電界効果型
の高分子やＣ６０の超伝導発見（米ルーセントテク
ノロジー社 Bell研究所）や、有機物伝導体の高磁
場下での超伝導出現（物質・材料研究機構等）な
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ど、超伝導に関する発見が国内外で相次いでい
る。しかし、世界中の材料研究者にショックを与え
た MgB2 の超伝導の発見は、日本でなされたにも
かかわらず、その後の研究はむしろ欧米を中心と
した外国が先行しており、それに危機感を持って
いる日本の研究者も多い。 
同研究会はそのような危機感の中、MgB2 など
の新規超伝導に関する研究会を組織し詳細な検
討を行い、「超伝導材料の新展開に関する調査
研究」として近く公表する予定である。このような
基礎研究での新たな動向を視野に入れ、研究内
容や研究開発体制全体を見直すために、上記の
調査研究に先行する形で今回の提言は発表され
たものである。 
今回の提言では、物質材料研究にとっては物
質探索や物性理解のための基礎研究と材料化に
向けた応用研究の両輪のバランスをとることが重
要であることを訴えている。特に、最近の新規超
伝導物質 MgB2の発見により再認識された、「新し
い可能性を秘めた物質群の探索や新現象に関す
る基礎研究の重要性」を強調する一方、MgB2 関
連物質を実用材料として今後２～３年中に吟味す
ることを明記している。また、日本が優位性を保っ
ていた銅酸化物や金属系超伝導体の研究開発も、
実用にはもう一歩の段階であり、引き続き強力に
推進する必要があるとしている。さらに、高磁場Ｎ
ＭＲや超伝導デバイスなどの応用機器開発の重
要性を指摘している。 
 
 
----------------------------------------- 
用語説明 
①フォトニック結晶 
誘電率の異なる 2 種類以上の媒質を組み合わせ、周
期構造を持たせた素子のこと。光の波長に周期を近づけ
工夫をほどこすと、ある波長の光をまったく通さなかったり、
わずかな条件の変化で屈折率が大きく変わるといったユ
ニークな特性をもつ。 
 
②フォトニックバンドギャップ（ＰＢＧ） 
あらゆる光の進行方向に対して光が結晶中を伝播する
ことができない周波数帯域のこと。光の禁制帯ともいう。
この周波数帯域の光は結晶中に進入できず反射されるこ
とになる。フォトニック結晶の構造を調節することによりＰ
ＢＧが生じる周波数領域をコントロールできると考えられ
ている。 
 
③不揮発性メモリ－ＭＲＡＭ 
スピントンネル接合素子を用いた随時書き込み読み出
しメモリーのこと。理論的にはＤＲＡＭ並みの速度・低消費
電力・集積度・書き換え回数の能力があると考えられてい
る。不揮発性メモリ－とは、記憶保持動作が必要なＤＲＡ
Ｍなどの揮発性メモリーとは違い、年単位の長期記憶保
持が可能な記憶素子である。コンピュータの起動後直ち
にデータを読み込めるといった特長がある。現在、不揮発
性メモリーとしてフラッシュＥＥＰＲＯＭなどが使われている
が比較的低速度という難点がある。すでに米ＩＢＭ、米モト
ローラ、独インフィネオンテクノロジーズの各社がＭＲＡＭ
を開発することを発表している。 
 
④トンネル磁気抵抗（TMR） 
極薄の絶縁層の両側を磁性金属薄膜ではさんだ構造
の金属両端に電圧をしたときに生じる抵抗のこと。量子力
学的効果により電子は絶縁層をトンネルすることができる。
このとき、両磁性薄膜の磁気モーメントの相対的な向き依
存した電気抵抗が生じる。外部から磁界を印加して、一方
の磁性薄膜の磁気モーメントを変化させるとＴＭＲを急激
に変化させることができる。最近ではＴＭＲが４０％に達す
るものが開発されている。 
 
⑤MgB2（二ホウ化マグネシウム） 
最近、青山学院大学の秋光グループにより超伝導現象
が発見された物質。超伝導転移温度（Tc）は３９ケルビン。
酸化物以外でも高い超伝導転移温度をもつ物質があるこ
とを示し、世界中にインパクトを与えた。今後、遷移金属
や希土類金属を含まない「シンプルで軽い」超伝導体や
半導体、強磁性体の探索に拍車がかかると考えられてい
る。 
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1.5 エネルギー分野 
 
（１）革新的原子炉開発の世界的動向 
米国のブッシュ政権が新しいエネルギー政策
を打ち出したとの報道がなされた。その骨格は、
石炭を中心とする化石燃料を利用した発電での
規制緩和、風力やバイオマスなどの自然エネルギ
ー発電での課税見直しの他に、原子力について
も規制を見直し、新型炉建設を推進するというも
のである。電力会社側の動きでは、最大手のエク
セロン社が出力 10 万 KW 程度というガス冷却小
型原子炉の検討をしていることが伝えられた。 
このような状況の中、日本国内外での革新的原
子炉の研究開発と世界の動向に関し、日本原子
力研究所の落合政昭氏が、東京工業大学原子炉
工学研究所での分散エネルギー源小型原子力シ
ステム研究会で次のように発表した。 
米国では、エネルギー省の主導の下、予算規
模は小さいものの原子力研究の復興を目指した
計画が進められており、大学を中心にいくつかの
革新的原子力プロジェクトが立ち上げられている。
同時に、この復興計画の国際版とも言える計画も
進んでいる。これには、エネルギー省が主催し、
米国、日本、仏国、英国、カナダ、韓国、南アメリ
カ、アルゼンチン、ブラジルが参加している。計画
の目的は、2050 年以降のエネルギー資源確保と
京都議定書遵守のための原子力利用を狙って、
開発途上国でも利用できる、高経済性、高安全性、
核不拡散性、廃棄物低減性を兼ね備えた小型原
子炉を開発しようとするものである。 
会合は、2000 年 1 月のワシントンを皮切りに、8
月にソウル、2001年 3月にはパリで順次開催され
てきている。ワシントン及びソウル会議で、米国は
米国主導による小型炉の国際共同開発を提案し
たものの多数国の反対にあい、パリ会議でロード
マップ作成を別途進める方向を示した。ロードマッ
プ作成に続くR&Dの在り方については、OECDの
プロジェクト化を図る動きもあり、まだ議論の段階
である。 
こうした動きの中で、見え隠れするのは米国と
仏国の思惑である。米国は原子力研究の再興の
必要性を認識しており、米国と無関係に新型炉の
開発が進むことに不快感を示している。今後の見
通しに関して推察できることは、米国は新型炉の
開発を主導しつつ、資金提供において R&D での
日仏両国との共同出資を狙うのではないかという
点である。一方、仏国は、ロードマップ作成以後
の R&D を重視しており、ガス冷却高速炉を本命と
したいと見られ、新たにドイツとロシアの参加を要
望している。 
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1.6 製造技術分野 
 
（１）日本機械学会 FA部門講演会が開催される 
日本機械学会 FA（ファクトリーオートメーション）
部門は、第 1回講演会を 3月 27日に法政大学小
金井キャンパスにおいて開催した。伊東誼東工大
名誉教授、松本和男デンソー（株）常務取締役に
よる特別講演の他 36件の学術講演が行われた。 
学術講演ではスケジューリング関連論文 9 件、
生産システムシミュレーション関連 7件など製造シ
ステムのソフトウエア関係の発表が多くなされた。 
従来のスケジューリングは、管理者が一個所で
効率的にスケジューリングを行うのが基本で、その
ためのアルゴリズムに関する研究が盛んであった。
しかし、インターネット環境においては、事象の発
生した所でスケジューリングを変更し、その結果を
通信することで全体のスケジュールを変更できる
可能性があり、自律分散システムの運用の要とな
るとの認識がある。 
そこで、このような状況に対応するために、分散
型ジョブショップスケジューリングのための情報交
換手順に関する研究（樋野氏、森脇氏 神戸大
学）、ネットワークタイプのスケジューリングシステ
ムの研究（寺井氏、福田氏 法大）、大規模生産
システムにおける分散型リアクティブスケジューリ
ング（谷水氏、杉村氏 大阪府大）などの研究に
ついて発表がなされた。 
この部門講演会では、これらの研究が集中して
発表され、スケジューリングの研究が、数理的な
最適解を求める研究から、通信のインフラを考慮
した実用的なシステムの開発へ移行したこと、将
来の自律性の高い生産システムでの利用を意識
した研究へ移行しつつあることの２点から注目さ
れた。 
また、生産システムのシミュレーションに関して
は、フォーラムが作られ、分散シミュレーション技
術（藤井氏 神戸大）、その実用上の要件（光行
氏 デンソー）、分散シミュレーションの事例（日比
野氏 機械振興協会））などの発表があり、ネットワ
ーク環境において異なる生産システムシミュレー
ターを同期運転させるための技術とその利用可能
性について討論がなされた。ネットワーク技術を
用いたデータ交換、時間の進行管理など実用上
の問題が討論され、実用の可能性の近いことが確
認された。 
以上のように、ネットワーク環境下での生産情
報処理の評価が、単独のアルゴリズムの優位さだ
けでなく、総合的な視点での優劣に変化している
ことが注目される。 
 
（２）印刷法による高分子有機 EL製造技術 
有機 EL（エレクトロルミネッセンス）素子①は次
世代ディスプレー用素子として注目され一部実用
化されている。有機 EL は低温プロセスが可能な
ため、ポリマー基板上にも素子作製が可能であり、
ポリマー基板上にディスプレーを作製することによ
りフレキシブルなディスプレーが実現できる。 
有機 EL 素子は低分子系材料を用いて作成さ
れる場合と高分子系材料を用いて作成される場
合がある。2001年 3月 29日の応用物理学関係連
合講演会において、凸版印刷（株）は、高分子系
材料を発光層として用い、発光効率を高め、キャ
リア輸送層との積層構造を製作するためにロール
方式による印刷法で EL素子を作製する手法を発
表した。従来のスピンコート法はディスク状の基板
となるが、本方式によればロール状の基板に素子
を作製することができ、フレキシブルで大面積の
ディスプレーを簡便にしかも大量に生産できる利
点がある。 
また、2001 年 4 月 4 日には、大日本印刷（株）
が、高分子有機 EL を発光層とし、印刷加工技術
を応用して発光層を塗り分けるカラー・フレキシブ
ル有機 ELディスプレーの効率的な製造技術を開
発したと発表した。 
今回発表された印刷法による製造技術は有機
ELディスプレーの工業的製造技術のひとつとして
注目される。 
 
 
----------------------------------------- 
用語説明 
①EL素子 
蛍光性化合物に電場を加えて励起し発光させる素子。
自発光素子であるためバックライトが不要で、薄膜化・小
型化が容易であることから次世代ディスプレー用素子の
一つとして注目されている。無機 EL と有機 ELがあるが、
輝度、効率などで優れる有機 EL が注目され盛んに研究
開発が行われている。 
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1.7 社会基盤分野 
 
（１）火災と人間挙動国際シンポジウム 
2001 年 3 月 26～28 日、米国ケンブリッジ市に
おいて「第2回火災と人間挙動国際シンポジウム」
が開催された。ここでは、建築物などの火災時に
在館者の安全を確保するため、とくに人間の側を
よりよく知ろうという立場からの研究が主に発表さ
れた。火災安全を念頭に置いた設計が工学的に
は可能であることに比べ、人間側の挙動に関する
知見は未だに不十分である。この会合は建築学、
安全工学、そして心理学など、学際的なアプロー
チによって、これらのギャップを埋めようとする努
力の一環である。 
人間挙動の理論化、避難モデル、在館者の特
性、在館者の火災時の反応、煙毒性、被害軽減
のための方策、視認性と空間認知、そして法規制
に人間特性をどう織り込むか、といったテーマで
議論がされた。同シンポジウムでは全部で56編の
論文が採択され、論文集と掲載されており、これら
からは最新の研究動向が把握できる。（独立行政
法人建築研究所  古瀬敏氏の報告） 
 
（２）メガフロートの波による挙動の解析理論 
メガフロートは、全長、全幅とも数ｋｍで、水線
面積では超大型タンカーの数百倍という規模の
扁平な浮体式構造物である。将来は海上空港等
のインフラとしての利用が考えられている。 
この設計においては、波により構造物が弾性挙
動を示すことで、主として剛体運動を仮定する船
舶での知見がそのまま適用できない。また、設備・
装置・模型等の制約から水槽実験も限定的になら
ざるを得ない。そこで、メガフロートを設計するた
めには、解析により、波による挙動の計算と、この
挙動に基づく構造物各部の応力の計算が、十分
な精度で行えることが必要十分な条件となる。 
防衛大の瀬戸秀幸氏らは、コンピュータの能
力範囲内で、このような解析を可能とする理論
を提案し、従来妥当と考えられてきた知見に照
らし合わせても、十分な精度が確保されている
ことを実証した。これによって三次元の超大型
浮体式構造物の Design by Analysis用 Toolが提
供された意義は大きい。なお、この論文は、平
成 13年 4月 6日の日本造船学会授賞論文審査
委員会にて、論文賞の授与が決まった。（石川
島播磨重工業（株） 高橋義明氏の報告） 
 
1.8 フロンティア分野 
 
（１）ロシアが有人火星探査を計画 
2001 年 4 月 11 日、ロシア科学アカデミー生物
医学問題研究所のグリゴリエフ所長は、ロシア研
究者グループが有人火星探査計画の検討に着
手したことを明らかにした。 
それによると、計画は 2016～20 年の実現を目
指しており、現在、日米欧加露により建設中であ
る国際宇宙ステーションの次のステップと位置づ
けた上、これらの国々に参加を呼びかける考えを
示している。また、計画では4～5人の飛行士が乗
り込み、火星到達には 9 ヶ月を要し、探査を含め
ると 2 年近くの長期宇宙飛行になるとしている。そ
して、2005 年迄には計画の概要を固めることとし
ている。 
現在、ＮＡＳＡはポスト国際宇宙ステーション計
画の主要テーマとして、2014～15 年頃を暫定目
標にした有人火星探査計画の予備的な検討を実
施している。この意味で、有人宇宙飛行技術に最
も経験豊富な米ロ両国が有人火星探査計画の検
討を行うことに意義は大きい。 
ただし、現在は、かつての米ソ冷戦時の宇宙開
発競争時代と違って、米ロ両国の政治体制、財政
及び技術開発状況が大きく異なっており、また、
宇宙開発及び利用の日欧加中等世界的な広がり
も進んでいるため、米ロ両国が個別にこうした計
画を推進できる状況にない。 
負担すべき経費、解決すべき技術と安全な有
人システムの開発等実現達成には課題が多い。
そのためには、計画検討段階から各国が協調し
て参加し分担して検討・開発を進め、国際宇宙ス
テーションの完成と利用をステップにして、2020
年頃には国際的な有人火星探査が実現するよう
な計画を進展させる必要があろう。（財団法人ﾘﾓｰ
ﾄｾﾝｼﾝｸﾞ技術ｾﾝﾀｰ  飯塚功氏の報告） 
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２．特 集 ：ライフサイエンス・医 療 分野の注目動向  
 
ヒトゲノム解読を巡る国際解析チームとセレラ社の動向及びわが国の今後の動き 
 
ライフサイエンス・医療ユニット 茂木伸一、庄司真理子 
蛯原弘子、長谷川明宏 
 
2.1 はじめに                      
 
ヒトゲノムとは、ヒトの遺伝情報の全体像、つまり
生命の設計図とも言える。通常、ヒトゲノムとは、細
胞の核にある 22種類の常染色体と 2種類の性染
色体に含まれる DNA を指している。DNA は 4 種
類の塩基（アデニン、グアニン、シトシン、チミン）
から構成される物質で、ヒトゲノムは約 30 億個の
塩基対から成る。この塩基配列のうち遺伝子（遺
伝情報をコードするもの）に相当するのはたった
3％と言われている。 
ヒトゲノムの全配列解析は 1980 年代半ばに提
唱されたが、当時の解析技術で全配列を解析す
るには膨大な時間を要することなどから、この研究
の実現性は乏しいと考えられていた。しかし、
徐々にヒトゲノムに関する動きが活発となり、1990
年にはヒトゲノムの全配列解析を行う国際ヒトゲノ
ム解析計画が米国主導により本格的に開始され
た。当初、この計画は 15年間で行う予定であった
が、ゲノム解析装置の能力向上やベンチャー企
業の参入等により前倒しされていった。そして
2001 年 2 月に、国際ゲノム解析チーム及び米国
ベンチャー企業のセレラジェノミクス社から、それ
ぞれヒトゲノム配列解析結果が報告された。 
解析されたゲノム配列を利用した研究をポスト
ゲノム研究と言う。ヒトゲノムに関するポストゲノム
研究は、新薬の開発や新たな診断・治療法の確
立など、産業に直接結びつく要素が高く、民間企
業も交えた激しい世界的競争となっている。 
本稿では、ヒトゲノム配列解析に関する国際的
な動向、注目すべきベンチャー企業のセレラジェ
ノミクス社の動き、わが国のポストゲノム研究の動
向について概要を報告する。 
 
2.2 ヒトゲノム配列解析に関する国際的動向  
 
2001年 2月、国際ゲノム解析チームはネイチャ
ーに、セレラジェノミクス社はサイエンスに、それぞ
れヒトゲノム配列解析の論文を発表した（図表１）。 
 
図表 1 ヒトゲノム配列解析組織の紹介 
 
2.2.1 国際ヒトゲノム解析チームの配列解析 
国際ゲノム解析チームの各研究機関が、公的
配列データベース GenBank に登録したヒトゲノム
配列のうち完成度の高い配列（Finished human 
sequence）の配列量を図表２に示した。 
一本のヒト染色体全体の塩基配列を解読した
世界初の成果として、1999年 12月に日英米の共
同研究チーム（慶應義塾大学、英国サンガーセン
ター、米国オクラホマ大学とワシントン大学）が第
22番染色体の配列解読を終了した。この 22番染
色体、及び慶應義塾大学や理化学研究所などが
分担して解析した第 21番染色体（2000年 5月解
読終了）の配列の解析精度は 99.99％と非常に高
く、世界的にも評価されている。第 22 番染色体に
はパーキンソン病の原因遺伝子や自己免疫疾患
に関係する遺伝子等があり、第 21 番染色体には
ダウン症に関係する遺伝子やアルツハイマー病
に関係する遺伝子等がある。これらの疾患関連遺
伝子を含むゲノム配列を決定したことは、その発
現機序研究などの進展に大きく貢献すると期待さ
れている。 
学術誌名 
 
題名 
ネイチャ  ー
2001年2月15日号 
「ヒトゲノム配列の最初の
解析」 
サイエンス 
2001年2月16日号 
「ヒトゲノムの塩基配
列」 
発表者 
国際ゲノム解析チーム 
・米国（ワシントン大学、エ
ネルギー省合同ゲノム研
究所、ベイラー医科大学、
マサチューセッツ工科大
学ホワイトヘッド研究所な
ど） 
・英国（サンガーセンター
など） 
・仏（ジェノスコープなど） 
・日本（理化学研究所、慶
應義塾大学など） 
・独など 
セレラジェノミクス社 
（米国ベンチャー企業） 
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しかし、その他の染色体の中には、解析困難で
ドラフト配列と呼ばれる領域がまだ残っている。国
際ゲノム解析チームの配列解析は現在も進行し
ており、2003年に全配列を高い精度で決定するこ
とを目標としている。 
 
図表 2 ヒトゲノム配列解析組織が GenBank に
登録した完成度の高い配列 
ネイチャー2001 年 2 月 15 日号 868 ページ 表 3 の数値
（Finished human sequence）をもとに科学技術動向研究セ
ンターで作成 
 
2.2.2 セレラジェノミクス社のヒトゲノム配列解析 
セレラジェノミクス社は染色体ごとに配列を決定
するのではなく、24 種類全ての染色体を同時に
解析する全ゲノムショットガン方式を採用した。同
社の全ゲノムショットガン方式では、まずヒトゲノム
を超音波で物理的に断片化して、大きさがそろっ
た断片(2キロまたは 10キロ塩基)を含むライブラリ
ーを構築した。そして各断片の両端にある数百塩
基対の配列を決定し、その配列をつなぎ合わせる
ことにより、ゲノムの塩基配列を決定した。同社に
よると 99.96％という高い精度でゲノムの 95％の領
域をカバーするものである。 
 
2.2.3 ヒトゲノム配列へのアクセス 
国際ゲノム解析チームのヒトゲノム配列情報へ
のアクセスは無償であるが、セレラジェノミクス社
のヒトゲノム配列情報を利用するためには同社と
の契約が必要である。 
 
（１）国際ゲノム解析チームのヒトゲノム配列 
国際ゲノム解析チームでは、各研究機関がヒト
染色体の領域を分担して解析し、得られた配列情
報を即時に GenBank などの公的データベースに
登録し無償で公開している。これらのヒトゲノム配
列情報には、第 21 番染色体や第 22 番染色体な
どの精度の高い配列とその他のドラフト配列の領
域が含まれている。高精度の全配列情報を利用
するには、2.2.1 で記述したとおり国際ゲノム解析
チームの今後の解析を待つ必要がある。 
 
（２）セレラジェノミクス社のヒトゲノム配列 
研究者・研究機関・企業などは、セレラジェノミ
クス社と契約を結ばない限り、同社の配列情報を
自由に利用することはできない。例えば、オースト
ラリアでは国レベルでセレラジェノミクス社と契約
を結び、国の研究機関が同社のヒトゲノム配列を
利用している。わが国においては、大学・民間企
業の中に個々にセレラジェノミクス社と契約を結ん
で同社の配列情報を利用しているところがある。 
 
2.3 セレラジェノミクス社のゲノム配列解析実績
と今後の戦略       
 
2001年3月にセレラジェノミクス社のベンター社
長が来日し、講演会等で同社のゲノム配列解析と
今後の戦略について次のように述べた。 
 
（１）ゲノム配列解析の実績 
1998 年に設立されたセレラジェノミクス社は、こ
れまでにショウジョウバエ、ヒト、マウス（129SvJ, 
DBA/2, A/J の３系統）のゲノム配列を決定した。
現在はイヌとラットのゲノム配列を解析している。
短期間に数多くの成果があがった背景には、①
新しい自動シークエンス解析装置（ABI3700）を
300台導入したこと、②全ゲノムショットガン配列解
析ソフトを開発したこと、③最新のコンピュータを
導入したことがあげられる。すなわち、ハードとソフ
トの両面で時代の流れに乗ることができた。 
 
（２）ヒトゲノム配列解析状況 
ヒトゲノムには進化の過程が記録されている。ヒ
トゲノム配列を調べると、染色体間で配列が類似
順
番 
研究機関 
配列量 
（キロ塩基） 
1 The Sanger Centre（英） 284,353 
2 Washington University Genome 
Sequencing Center（米） 
175,279 
3 US DOE Joint Genome Institute
（米） 
78,486 
4 Baylor College of Medicine 
Human Genome Sequencing 
Center（米） 
53,418 
5 Genoscope（仏） 48,808 
6 Whitehead Institute, Center for 
Genome Research（米） 
46,560 
7 Department of Genome Analysis, 
Institute of Molecular 
Biotechnology（独） 
17,788 
8 理化学研究所（日本） 16,971 
9 University of Washington 
Genome Center（米） 
14,692 
10 慶應義塾大学（日本） 13,058 
 その他 92,614 
 合計 842,027 
 （ヒトゲノム全体） 約
3,200,000 
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した領域が数多くあり、これらは共通の起源から
進化の過程を経て生じたものと考えられる。 
また、ゲノム配列は個人ごとに異なる部分もある
が、別人のゲノム配列を比較することにより、これ
までに約 300万箇所の一塩基多型（SNPs : single 
nucleotide polymorphism、DNA の一つの塩基が
他の塩基に置き換わっているもの）を見出した。最
終的に 400 万箇所くらいになるであろう。これらの
うち、タンパク質をコードしている領域にあるもの
は１％以下であり、アミノ酸が変異するものはその
数分の一である。疾患との関連ということでは、非
コード領域の個体差が病気に対する抵抗力や医
薬品の効き方などに影響することも知られている
ので、タンパク質コード領域以外の部分も重要で
ある。 
 
（３）ポストゲノム戦略 
セレラジェノミクス社が設立したタンパク質解析
施設（プロテオミクス・ファクトリー）では、質量分析
装置を用いて１日に 100万検体のタンパク質の配
列構造を解析することができる。同社は、ヒトの約
3 万の遺伝子から転写・翻訳・翻訳後修飾を経て
約 25 万種類のタンパク質が生じると考えており、
タンパク質の異常と疾患とを結びつけることができ
るものと期待している。対象疾患としてがんを考え
ており、がんの診断をすること及びがん特異的な
ワクチンを作ることを目標としている。 
 
なお報道によれば、同社はSNPs解析技術を持
つ日本のバイオベンチャー企業に資本参加し、
日本人の SNPs と疾患との関連などの解析を目指
している。 
 
2.4 わが国のポストゲノム研究に関する動向   
 
ヒトゲノムにおけるポストゲノム研究は、図表３に
示したように、医療への貢献、生命科学の進歩、
諸産業への貢献など、広い範囲に波及するもの
である。 
こうしたポストゲノム研究の重要性については、
2001 年 3 月に閣議決定された第２期科学技術基
本計画においても明確に位置付けられており、同
計画には、わが国において研究開発の重点分野
と位置付けられているライフサイエンス分野の中
でも、ポストゲノム研究は特に重点的・戦略的に取
り組むべきものであるとされている。 
一方、わが国のポストゲノム研究に関する具体
的方向を示すものとして、2000 年 12 月には、「ポ
ストゲノム戦略の推進について」（科学技術会議
政策委員会ポストゲノムの戦略的推進に関する懇
談会の報告）がまとめられている。この報告では、
わが国において緊急の取り組みを要するポストゲ
ノム研究の分野は、ヒトゲノム多様性・疾患遺伝子
解析、タンパク質構造機能解析、バイオインフォ
マティクス、ゲノム機能解析であるとしている。また
同報告は、このようなポストゲノム研究を推進する
上では、わが国が世界に先行している「技術」、例
えば、タンパク質のアミノ酸配列をコードする
mRNA の全配列情報を含んでいる完全長 cDNA
の作製技術（東京大学医科学研究所菅野氏らに
よる方法及び理化学研究所林﨑氏らによる方法）
や、無細胞タンパク質発現技術（理化学研究所横
山氏らによる多数のタンパク質試料の効率的な発
現・調製技術）、さらには先行している「施設」とし
て、大規模 NMR パーク（理化学研究所ゲノム科
学総合研究センター）、大型放射光施設 SPring-8
（財団法人高輝度光科学研究センター）等を活用
して、緊急な取り組みを行うことにより、諸外国の
先手を打つ対応も可能であると述べている。 
平成 13年度予算においては、「生命科学の 21
世紀に向けたバイオ施策」として、文部科学省、
厚生労働省、農林水産省及び経済産業省により
983 億円を計上しているうち、ヒトゲノム解析を突
破口とした５大疾患の克服を目指した①ヒトゲノム
構造・多様性解析（ヒト完全長 cDNA構造・機能解
析、SNPs 研究など）及び②ヒトゲノム機能解析（タ
ンパク質構造・機能解析、バイオインフォマティク
スなど）の研究には総額 606 億円（前年度 444 億
円）が充てられており、当該研究開発を一層推進
することとしている。 
ここでは、タンパク質立体構造の研究、日本人
の SNPsの研究及びバイオインフォマティクスの動
向について述べる。 
 
（１）タンパク質立体構造の研究 
ゲノムから転写翻訳されて生じるタンパク質の機
能を推定する普遍的な方法はまだ見出されてい
ない。しかし、機能に密接に関連するタンパク質
の立体構造を解明するプロジェクトが理化学研究
所などにおいて進められている。 
これまでに解明されたタンパク質の立体構造は
2,000～3,000種類で、そのほとんどが米国で実施
された。 
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図表 3 ヒトゲノムにおけるポストゲノム研究 
 
 
  
                 
            
 
 
  
 
 
  
 
                                研究成果の波及 
 
  
 
 
  
 
 
 
科学技術動向研究センター作成 
日米欧の国際研究チームは今後 5～10年間で
10,000種類以上の構造を解明することを計画して
おり、わが国は理化学研究所ゲノム科学総合研
究センターを中心として今後 5年間で約 3,000種
類以上、米国は今後 5 年間で約 5,000 種類程度
の解明を目標としている。国際ゲノム解析チーム
におけるヒトゲノム配列解析では、全体の数パー
セントであったわが国の貢献度が、タンパク質の
立体構造の解析においては、より大きくなるものと
期待される。 
2001 年 4 月には、日・米・英が主催した国際構
造ゲノム科学会議が米国で開かれ、10 カ国の代
表者によりタンパク質解析に関する国際協力の枠
組みが議論された。ここでは、公開原則のもとに
共通の手順で研究の進み具合を報告し合うことが
決められた。また立体構造データの公開時期に
ついては、このデータが病気の診断や新薬の開
発に直結しやすいことから、各国の特許制度の違
いにより不公平が生じないように考慮され、解明
時点から最大６カ月まで余裕を与えることが合意
された。 
 
（２）日本人の SNPsの研究 
ヒトゲノム配列を個人ごとに比較すると多くの部
位で異なっている。この違いを遺伝子多型と呼び、
①SNPs、②挿入・欠失型多型（部分的に塩基の
挿入や欠失があるもの ） 、③ VNTR(variable 
number of tandem repeat)多型・マイクロサテライト
多型（2 から数十の塩基配列が繰り返している部
位の繰り返し回数が個人ごとに異なるもの。繰り返
しの単位が数塩基から数十塩基のものを VNTR
多型、2から4塩基程度のものをマイクロサテライト
多型と呼ぶ）などがある。 
ヒトゲノム中に VNTR多型とマイクロサテライト多
型がそれぞれ数千箇所と数万箇所あるのに対し
て、SNPsは数が多く、400万箇所程度（セレラジェ
諸産業への貢献 
（食料・環境産業など） 
ヒトゲノム機能解析 
SNPs解析 
比較ゲノム学 
生命科学の進歩 
（進化の解明など） 
 
ヒトゲノム配列解読 
微生物、動物、植物等の 
ゲノム配列解読 
タンパク質 
立体構造解析 
 
 
 
その他（プロテオーム研究など） 
 
 
ゲノム創薬、オーダーメード医療、 
遺伝子診断、遺伝子治療、など 
バイオインフォマティク
ス
 
医療への貢献 
（疾患克服、予防医療・再生医療への応用など） 
ヒトゲノムにおけるポストゲノム研究 
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ノミクス社のベンター社長）や 300万～1,000万箇
所（中村祐輔著「先端のゲノム医学を知る」 羊土
社 2000 年）あると言われている。また SNPs は高
速・大量の検出技術が実用化されつつあることか
ら、疾患関連遺伝子を探索するために利用しや
すい。このため、多型の中でも特に SNPs の研究
に重点がおかれている。 
こうした中、東京大学医科学研究所で行われた
一部の SNPs の解析結果から、日本人集団は比
較的孤立して存在していた集団であることが示唆
され、日本人に特有の疾患関連 SNPsが存在する
可能性が出てきている。また、東京大学医科学研
究所では、SNPsの情報をデータベース化してイン
ターネット上で一般に公開しているほか、ファルマ
スニップコンソーシアム（理化学研究所、東京女
子医科大学及び製薬企業 43 社からなる）では、
日本人一般集団（健康な成人ボランティア）約
1,000人のDNAを収集し、165種類の薬物代謝関
連遺伝子多型に関する解析を行うなど、将来のオ
ーダーメード医療につながる研究を進めている。 
ヒトゲノム配列のうち個人ごとに異なる部分の情
報が、オーダーメード医療すなわち遺伝的体質な
どを正確にとらえて有効な治療法を提供すること
への手がかりになるものと期待されている。その一
方、個人の遺伝情報をどのように取り扱うのか問
題がある。2001 年 3 月に文部科学省、厚生労働
省及び経済産業省は、ヒトゲノム・遺伝子解析研
究全般に関する具体的な指針となる「ヒトゲノム・
遺伝子解析研究に関する倫理指針」を共同でまと
めた。同指針では、試料提供者に事前に研究の
趣旨などを十分に説明し文書で合意を得ること
（インフォームド・コンセント）や個人情報の保護な
ど、研究者及び研究機関の遵守すべき責務等が
提示された。また、日本人類遺伝学会など遺伝医
学関連８学会は、ヒトの遺伝子検査のあり方につ
いて共同のガイドライン案をまとめた。 
 
（３）バイオインフォマティクス 
ヒトゲノム解析の急速な進展に伴い、膨大な配
列情報を取り扱うことが求められている。塩基配列
情報のみならず、アミノ酸配列から推定されるタン
パク質の構造や機能、代謝経路の推測等を可能
とするソフトウェアを開発することが今後のポストゲ
ノム研究の発展に必須である。そのための基盤と
なるデータベースを構築して、各種データを相互
に関連づける役割を担う、バイオインフォマティク
スの研究の更なる発展が急務である。特に生物
学と情報科学の両方に通じている専門家の育成
については、研究者の間では以前から重要とされ
ていた課題である。 
わが国においても政府の具体的施策として、平
成 13 年度科学技術振興調整費のうちの人材養
成に関する公募課題（全２分野）の１分野として、
バイオインフォマティクスが取り上げられた。 
また、最近の注目すべき動きとして、2001 年 3
月下旬から 4 月上旬にかけて、生命科学研究に
必要な情報技術を修得し、新領域を拓く人材の
育成を目指す「情報生物学適塾」（塾長・松原謙
一奈良先端科学技術大学院大学教授、後援 文
部科学省他）が国際高等研究所で開かれた。こ
のように研究者の間でもこの領域の重要性が認識
されている。 
米国では、専門分野にかかわらず生物学の履
修を必修とする大学もあり、今後のバイオインフォ
マティクスの進展のための施策を検討する上での
参考となろう。 
 
2.5 おわりに  ヒトゲノム配列をめぐる今後の動き 
 
（１）国際ゲノム解析チームによるヒトゲノム配列
解析は進行中 
現在、ヒトゲノム配列解読は、国際ゲノム解析チ
ームのFinishing グループ（米・英・日・仏）が 2003
年までに全配列を高精度で決定することを目標に
進行している。この Finishing グループは、担当す
る染色体の解読に責任をもつ Coordinating 
Center と、できる範囲で協力する Participating 
Center とから成っている。 
わが国では、Coordinating Center として理化学
研究所が米国マサチューセッツ工科大学ホワイト
ヘッド研究所と共同で第 11 番染色体及び第 18
番染色体の解読を進めている。Participating 
Center として慶應義塾大学が第 8 番染色体の解
読に携わっている。 
 
（２）ゲノム研究を疾患克服に活かすために 
ゲノム研究を疾患克服に活かすためには、
SNPs などのゲノム配列情報と臨床データを結び
つけて解析することが必要である。例えば、アソシ
エーション（関連）法といって、数百・数千人単位
の患者集団と正常集団との比較によって病因関
連遺伝子を突き止める手法がある。このような研
究を進めるには、より多くのボランティアによる血
液試料の提供が必要となる。 
                              科学技術動向 2001年 5月  
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わが国においては、まだこのような手法による
研究の環境整備が後れている。個々の研究機関
レベルでこのような試料を揃えることは困難であり、
研究者によっては外国からこのような試料を入手
しているところもある。 
今後わが国において、国レベルでインフォーム
ド・コンセントなど所定の手続きを経た多数の試料
と臨床データを管理するリソースセンターを設置
することが、ポストゲノム研究に必須な研究基盤の
整備として急務である。 
 
（３）ポストゲノム研究の推進 
昨今のヒトゲノム研究では、米国が世界的な主
導を握っている状況である。その背景には、積極
的なベンチャー企業の設立や特許戦略などがあ
る。例えば、2000 年のバイオベンチャー企業は、
わが国が約 150 社であるのに対し、米国では約
1,500 社であるとされている。（大石正道著「ヒトゲ
ノムのしくみ」 日本実業出版社 2001年） 
わが国においても、2.4 で述べたような政府主
導型の様々なプロジェクトが立ち上がっている。ま
た、製薬会社などの民間企業でも、ゲノム創薬を
ターゲットとする投資拡大の推進、バイオインフォ
マティクス分野の強化や技術協力を目的とする業
務提携などが急速に進んでいる。理化学研究所
などの公的研究機関と民間企業との共同研究も
進められており、公的資金で得られた研究結果が
産業界に活用されることも期待される。 
ポストゲノム研究は、これからの国民生活・経済
社会に大きなインパクトをもたらすとともに、倫理
面をはじめとして社会と深く関わるものである。そ
の推進に当たっては、研究を取り巻く社会情勢や
国内外の研究環境の変化に対応して、機動的か
つ柔軟に研究資金及び人材を投入し、研究を加
速していくことが求められている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
解説 
ヒトゲノム配列解読への 
日本の貢献度 
 
報道等においては「国際ゲノム解析チームに
おける日本の貢献度は“6％”」という数値がよく
用いられている。これは、概要解読が終了した
と世界的に発表が行われた 2000 年 6 月 25 日
現在で、概要解読を行った全データのうち、理
化学研究所（188,056 キロ塩基）、慶應義塾大
学（20,105 キロ塩基）、東海大学、癌研究会（２
機関計 11,783 キロ塩基）の解析データ合計の
全データ量（3,934,884 キロ塩基）に占める割合
（5.59％）に基づいている。 
ネイチャーに論文発表があった 2001 年 2 月
現在では、概要解読の全データ量はヒトゲノム
の約 1.4 倍にあたる 4,338,224 キロ塩基に大幅
に増加している。この背景として、外国の研究
機関において、SNPs 探索のために分担以外の
領域について解読を進め、これらが登録されて
いることがあげられる。 
 
なお、図表２に示した数値は、概要ではなく完
成データを示している。 
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３．特 集 ：ナノテクノロジー／情報通信分野の注目動向  
 
次世代 LSI用リソグラフィー技術の研究開発動向 
 
情報通信ユニット  小笠原 敦 
 
3.1 緒言                         
 
0.1μm（100nm）以下の線幅に対応した次世代
LSI用の EUV（極紫外） Lithography装置が、4月
12日に米 Sandia National Laboratoriesで初めて
公開された。 
この装置は DOE（エネルギー省）に所属する国
立研究所（Sandia、Laurence Berkley、Laurence 
Livermore ） と Intel 、Motorola 、 AMD 、Micron 
Technology、Infineon Technologies（独）、IBM か
ら成るコンソーシアム（EUV LLC）で開発された。 
現段階で 0.07μm(70nm)ルールでの量産を可
能とし、また 0.03μm(30nm)まで将来的には可能
となる。具体的には現在 Pentium4 プロセッサで
1.5GHz の動作周波数が、2005～2006 年には
10GHzになると予測されている。 
従来DRAMをテクノロジードライバーとして発展
してきた日本の半導体技術は 80年代、90年代を
通して微細化ではトップを走り続けてきたが、その
背景には優秀な光学技術を持つニコン、キャノン
が LSI 用のステッパー(回路パターン用の縮小焼
付け装置)でトップの座を保ってきたという要因が
ある。 
米国は 90 年代後半に MPU 技術に代表とされ
る設計技術で半導体シェアにおける世界トップの
座を日本より奪還したが、次世代でもその地位を
確固たるものとするために製造技術の核となるリソ
グラフィー技術についてもトップの座を狙う戦略に
出ている。 
本稿では米国の EUV リソグラフィー技術を分析
するとともに、日本の技術開発の方向性について
言及する。 
 
3.2 リソグラフィー技術の各国の状況       
 
3.2.1 現在のリソグラフィー技術の状況 
80年代以後半導体製造用ステッパーの市場は
ニコンとキャノンが各々40％、30％前後のシェアを
持ち、日本が圧倒的な強さを誇っていた。しかしこ
の数年来オランダの ASML が Philips やカールツ
ァイスのバックアップのもとに大きく躍進し、2000
年度にはついにニコンを抜いて 40％超のトップシ
ェアに躍り出た。次世代だけでなく、現行世代に
おいても欧米の攻勢に圧倒されつつある。 
現行の光学方式のリソグラフィー技術開発にお
いても、レンズの大口径化、高 NA(開口率)化で
ASML に先行されつつあるが、これはカールツァ
イスのレンズをショットガラス社が材料技術で支え
ていることも大きい。レンズ材料の結晶育成技術
に光ファイバー作製のノウハウが活かされるなど、
従来のカメラ用レンズ製造の延長ではない技術が
試みられている。 
 
3.2.2 リソグラフィー技術の流れ 
LSI 製造における線幅の縮小に伴って、それに
対応するリソグラフィー技術は従来（図表１）のよう
に考えられていた。 
 
図表 1 リソグラフィー技術のロードマップ 
 方式 波長 
（μm） 
導入時期 
（年） 
光学方式 KrF 0.248 現行量産 
ArF 0.193 2000～ 
F2 0.157 2003～ 
電子線投影
方式 
EPL 可変 
 
2006～ 
極紫外方式 EUV 0.0134 2008～ 
東北大学 未来科学技術共同研究センター大見研究室
資料より 
 
3.2.3 日本の状況 
日本では上記の計画に沿って光学方式では
ArF → F2 と研究開発が行われている。業界トッ
プのニコンは F2 方式の開発を進めるとともに、光
学方式以後の世代の開発としては IBM と共同で
EPLを選択した。 
 
3.2.4 米国の状況 
しかし米国ではF2方式の開発において、レンズ
材料である CaF2 の大型結晶をコマーシャルレベ
ルで製造するのは困難であるという結論を下し、
一気に EUV 方式へと方針転換を行った。これは
現行方式の延長（パルス発振）で F2方式のステッ
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パーを作製したならば、高いエネルギー密度を低
減するために直径 30cm、厚さ 20cm にもおよぶ
CaF2 結晶のレンズを数十枚も必要とするからであ
る。この大きさでは、結晶の製造歩留まりもかなり
低いものと想定され、さらには機械的強度のあまり
高くない CaF2結晶では自重変形を生じて実用に
ならないと判断したのである。 
次世代の方式としては EPL も選択肢にあった
が、マスク作製の困難さ、スループット比較等によ
り EUV を選択したとされている。また、EUVではミ
ラー集光を行うが、この開発に偵察衛星用に開発
した技術を用いたとの話もあり、軍事技術移転の
側面もあったようである。 
ＥＰＬ開発をニコンと共同で行ってきた IBM もこ
の 3月に EUV LLCに参加したことで、米国半導
体業界全体の方向性は明確になってきている。 
 
3.2.5 欧州の状況 
欧州は、 Infineon Technologies（独）の EUV 
LLC の参加、さらには ASML の EPL 開発からの
離脱、EUV LLC への協力と、米国と歩調を合わ
せつつある。ただし若干米国と異なる点は、ASML 
－ カールツァイス － ショットが F2 方式用の
CaF2結晶の作製において、NA = 0.9 のレンズを
開発する等、F2 方式の可能性を捨てていないとこ
ろにある。旧東欧、ソ連圏の優秀な結晶研究者と
技術、最新の光ファイバー技術をベースとした材
料技術が米国には無い特徴を出している。 
 
3.3 次世代リソグラフィー技術の方向性   
 
3.3.1 EUV技術の問題点 
前項までに述べたように次世代リソグラフィー技
術について EUVを一気に指向した欧米の戦略は
固まりつつある。しかし、この EUV 方式が次世代
の本命になったわけでは必ずしも無い。それは以
下の理由による。 
 
（１）高エネルギーダメージ 
EUV は極短波長（0.0134μm）であるため単光
子で 92.5eV もの高エネルギーとなる。（図表２）  
この表を見てもわかるように、EUV では現行
KrFの 18.5倍もの高いエネルギーが生じるのであ
る。これは（図表３）に示したレンズ材料、光学材
料のバンドギャップをはるかに上回るエネルギー
であり、結合に寄与している電子を励起して、材
料を破壊してしまう。そのため、反射率の高いミラ
ーで集光するのである。しかしレンズ系はミラーで
代替してもマスク面には直接入射されることになる。
このマスクには MoSi の多層膜が使われるが高い
エネルギーを受けて高熱を発することは容易に想
像できる。 
そのためマスクや装置を構成する材料の劣化
が懸念され、コスト高につながる可能性がある。 
 
図表 2 光子エネルギー 
 波長 
(μm) 
周波数 
(PHz) 
光子エネルギー 
eV 対KrF比 
EUV 0.0134 22.4 92.53 18.506 
F2 0.157 1.910 7.90 1.580 
ArF 0.193 1.553 6.42 1.285 
KrF 0.248 1.209 5.00 1.000 
東北大学 未来科学技術共同研究センター大見研究室
資料より 
 
図表 3  材料のバンドギャップ 
材料 バンドギャップ 
CaF2 9.41eV 
Al2O3 8.95eV 
SiO2 8.95eV 
東北大学 未来科学技術共同研究センター大見研究室
資料より 
 
（２）マスク精度 
多層構造マスクのためトータルの精度が非常に
高く要求され、マスク製造のスループットが向上し
ない。 
 
（３）EUV光源からの汚染 
金属蒸気が光学系に付着する可能性がある。 
 
3.3.2 F2方式の可能性 
米国では切り捨てられてしまった感のある
F2方式であるが、現行のパルス方式の光源を連
続発振方式にすれば尖塔的なパワーを抑制で
き、光学系の負担を軽減してより小型の CaF2
結晶で同性能を実現できる。大型の CaF2結晶
成長がこの方式の最大の問題点であるので、連
続発振の F2エキシマレーザが実現されれば最
も量産に適したシステムが可能となるのであ
る。NA = 0.9のレンズを用いて 0.05μmまでの
加工が可能である。 
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3.3.3 電子線方式の可能性 
次世代リソグラフィー技術として欧米ともに電子
線方式から離脱していっているが、電子線方式に
は光学方式や EUV方式には無い利点がある。光
学方式では微細化に伴い高 NA のレンズを使うこ
とになるが、高 NA になればなるほど焦点深度が
浅くなる。言い換えれば高さ方向に焦点が合う範
囲が狭くなる現象が起きてくる。EUVでもウエーハ
面上で結像させるため、同様の現象が起きる。 
しかし、電子線を直接当てる方法ではこれを避
けることができるのである。将来作製されるデバイ
スが 3 次元構造をとるようになってきた場合、それ
に対応できるリソグラフィーとしてクローズアップさ
れてくる可能性が高い。 
 
3.4 結言                         
 
日本においても欧米と同様に EUV を次世代リ
ソグラフィー技術と考えるならば、かなりハンディを
負ったことは否定できない。しかし F2 方式や電子
線方式も多くの長所、可能性を持っていることから
全てを否定的に捉えることも正しくはない。 
特に日本は連続発振 F2エキシマレーザ技術の
開発では独走的な立場にあり、また電子線応用
技術においても最も進んでいる。さらに本稿で触
れなかったがX線露光技術も研究が進んでいる。 
米国の半導体開発においては EUV LLC に見
られるような産官連携、スタンフォード大学のＣＩＳ
（Center for Integrated Systems）に見られるような
産学連携が有効に機能して次世代ＬＳＩ開発が進
んでいる。 
日本でも次世代の主力ＬＳＩとは何なのか、（従
来からのメモリーのようなコモディティ品なのか多
品種少量のシステムＬＳＩなのか）、そして微細化さ
れて行くデバイス形態は何なのか（今後ともプレ
ーナー構造なのか、3 次元構造をとるものなのか）
を見据えた上で、それに適した次世代の半導体
戦略、リソグラフィー戦略を、産官学の連携のもと
に行えば十分に勝機はある。 
LSI 技術は情報・通信技術の根幹であり、社会
のあらゆる分野に IT技術が浸透してきている今日
日本が経済においても技術においてもトップポジ
ションを維持するためには必ず制さなくてはならな
い技術なのである。 
 
 
※ 注目動向                      
 
AMSKの SVG社買収で米欧連携強化へ 
ブッシュ政権は 5 月 3 日に ASML が、カリフォ
ルニアの SVG社を買収するという計画を認可した
と発表した。 
SVG 社は米国 EUV LLC で EUV 量産機を作
製する上で重要な役割を果たしていると見られ、
Intel へのステッパーのメインサプライヤーとして知
られ、ASMLが買収計画を提出し(2000年 10月発
表)、米国政府の委員会である CFIUS(Committee 
on Foreign Investment in the United States)が 3
月７日から調査を行っていた。 
SVG 社は軍との契約があり安全保障の点から
反対するのではないかという予測があり、ブッシュ
政権の判断の行方が注目されていた。 
こうした動きにより半導体分野での米欧連携の
強化が現実のものとなりつつある。 
 
＊情報提供 
Center for Integrated Systems (CIS),  
Stanford University 
東北大学工学研究科大見研究室 
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４．特 集 ：日 米 欧 の政 府 R & D 予 算 に関 する政 策 動 向   
 
情報通信ユニット 清貞智会 
 
4.1 緒言                         
 
現在、総合科学技術会議は平成 14 年度予算
の概算要求へ向け、投資の重点化を念頭におい
た分野別推進戦略を検討中である。わが国にお
ける科学技術政策の司令塔として今年 1 月に設
置された同会議には初めてとなる予算配分方針
の作成であり、どのような提言がされるのか、注目
を集めている。 
本稿では、政府 R&D投資の配分に関するわが
国、米国及び EUの政策動向を紹介し、各国及び
地域において、どのような分野、領域等が重点化
されているかについて分析する。 
 
4.2 わが国の動向                   
 
2001 年 4 月、わが国で第２期科学技術基本計
画（2001～2005 年度）がスタートした。同計画は、
5 年間で 24 兆円（対 GDP 比 1%）の政府 R&D 投
資を予定している。 
特に重点を置き、優先的に研究開発資源を配
分する分野として、 
・ライフサイエンス分野 
・情報通信分野 
・環境分野 
・ナノテクノロジー・材料分野 
の 4分野が明記されている。さらに、これら以外に
国の存立にとって基盤的で、国として取り組むこと
が不可欠な領域を重視し、研究開発を推進する
分野として、 
・エネルギー 
・製造技術 
・社会基盤 
・フロンティア 
の 4分野が挙げられている。 
このような重点化の方針は、第１期（1996～
2000 年）では明示されてなかった。同計画を踏ま
え、総合科学技術会議はさらに分野別に 
・重点領域 
・当該領域における研究開発の目標 
・当該領域における研究開発推進方策の基
本的事項 
を定めた分野推進戦略の作成に取り組んでいる。 
4.3 米国の動向                    
 
4.3.1 2002年度予算教書におけるR&D予算概要 
2001年 4月 9日、ブッシュ大統領は 2002年度
（2001年 10月～2002年 9月）の予算教書を発表
し、議会に立法化を要請した。現在、議会では予
算審議が本格化しており、9 月末を目処に個別の
歳出法案が成立する見通しである。 
予算教書では、政府 R&D 予算は前年比 6.1%
増の965億ドル（約11.9兆円）となっている。このう
ち国防予算が 494億ドル（約 6.08兆円）で前年比
8.0%増、非国防予算が 471 ドル（約 5.79 兆円）で
前年比 4.3%増である。 
 
（１）分野別の政府非国防 R&D予算 
政府 R&D予算のうち非国防予算を分野別に見
ると図表１となり、これらの分野別予算の対前年増
加率は図表２となる。 
 
図表 １ 2002年度政府非国防 R&D予算 
（分野別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：AAAS Analysis of R&D in the FY 2002 Budget 
 
図表 2 2002年度政府非国防 R&D予算 
対前年増加率（分野別） 
 
 
 
 
出典：大統領府行政管理予算局 FY2002 Budget 
 
 
 
出典：AAAS Analysis of R&D in the FY 2002 Budget 
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非国防R&D予算では、健康分野が大部分を占
め、さらに対前前年増加率も大きいが、エネルギ
ー分野は前年より大きく減少している。 
 
（２）主要機関別政府 R&D予算 
政府 R&D 予算の約半分を占める国防予算に
ついては、十分に情報公開されていないため、分
野別の配分が不明である。 
ただし、予算教書では、全 R&D 予算における
機関別配割合を提案しており、これを図表３に示
す。また、機関別 R&D 予算の対前年増加率を図
表４に示す。各機関は特定分野に特化したミッシ
ョンを持つ（例えば、NIH のミッションは健康分野
中心、DOE のミッションはエネルギー分野中心）
ため、機関別の予算配分状況から、政府の分野
別重点化方針を推測することができる。 
 
図表 3 2002年度政府 R&D予算 
（機関別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊ DOD：国防総省 
＊ NASA：航空宇宙局 
＊ DOE：エネルギー省 
＊ NSF：国立科学財団 
＊ USDA：農務省 
出典：Budget of the United States Government, Fiscal 
Year 2002, Office of Management and Budget 
 
図表 4 2002年度政府 R&D予算 
対前年増加率（機関別） 
 
出典：Budget of the United States Government, Fiscal  
      Year 2002, Office of Management and Budget 
 
図表３から、2002 年度政府 R&D 予算では、
DODが約半分を占め、次にNIHが多い。また、図
表４から DOD と NIH の予算増加率が高いことが
分かる。以上から、政府はDODのミッションである
国防分野と、NIH のミッションである健康分野を重
視していると考えられる。 
 
（３）研究（基礎・応用）／開発予算 
政府 R&D予算を研究、開発別に見ると図表５と
なり、それぞれの対前年増加率は図表６となる。 
 
図表 5 2002年度政府 R&D予算 
（研究／開発） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：Budget of the United States Government, Fiscal 
Year 2002, Office of Management and Budget 
 
図表５から、基礎研究と応用研究の予算はほぼ
同じで、特に基礎研究では NIH が約半分を占め
ることが分かる。また、基礎研究及び応用研究を
合計した研究予算と開発予算はほぼ同じであるこ
とが明らかである。 
 
図表 6 2002年度政府 R&D予算対前年増加率 
（研究／開発） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：Budget of the United States Government, Fiscal 
Year 2002, Office of Management and Budget 
 
また、図表６から、基礎研究、応用研究、開発と
もに 2002年度は予算が増加していることが分かる。
ただし基礎研究の予算では、NIH は大きく増加し
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ているが、それ以外はわずかに減少していること
が分かる。 
 
4.3.2 省庁横断プロジェクトの 2002年度予算 
 
（１）ナノスケール科学・工学・技術イニシアティブ 
(Nanoscale Science, Engineering, and Technology 
Initiative) 
2002 年度の予算教書では、482 百万ドル（約
593 億円）が計上されている。これは対前年 8.1%
増であり、予算が倍増した2001年度ほどではない
が、着実に増加している。 
 
（２）ネットワーキングと IT R&D イニシアティブ
(Networking and Information Technology R&D 
Initiative) 
2002 年度の予算教書では、20 億ドル（約 2500
億円）が計上されている。対前年 2.1%増となる見
込みである（2001 年度の同イニシアティブの予算
はまだ決定されていない）。2001 年度の予算は対
前年 30%増となる見込みであり、2002 年度には増
加ペースが落ちることが予想される。 
これについて、IT R&D イニシアティブ国家調
整局(National Coordination Office for Information 
Technology R&D)のフラーニ局長は、「ブッシュ政
権はクリントン政権と同様に IT分野の研究開発の
重要性を認識しているが、ブッシュ大統領を含む
共和党は、政府主導よりも産業主導による R&Dを
支持する傾向があり、特に同分野の R&D につい
ては産業が主導権を握っているため、大部分を産
業に委ねようとしている。」と指摘している。 
 
（３）国際環境変化研究プログラム 
(U.S. Global Change Research Program) 
2002年度の予算教書では、16億ドル（約 20百
億円）が計上されている。対前年 4.4%減である。こ
れには、同プログラムにおいて最大規模である
NASA の地球科学プログラム（Earth Science 
Program）の予算が大幅に削減されたことが大きく
影響している。 
 
4.3.3 2002年度予算法案成立へ向けて 
予算教書の内容は、議会審議で変更される見
通しである。SRI インターナショナル科学技術政策
プログラムの上席技術政策アナリストであるカー氏
は、「予算教書では NIH の予算が他機関に比べ
て著しく増加しており、議会審議で削減される可
能性がある。」と指摘している。 
ただし、同氏は「医療分野への投資は国民の
支持が得やすく、また NIH 重視はブッシュ大統領
のキャンペーン公約でもあるため、議会が NIH の
予算を大幅に削減する可能性は小さい」との見方
も追加している。 
また、R&D 予算規模が最大である DOD は、5
月末を目処に主要項目の優先順位付けを見直し
ている。この見直しの結果、「DOD の予算要求が
修正さる可能性が高い」と、DOD国防研究及びエ
ン ジ ニ ア リ ン グ 局 （ Defense Research and 
Engineering）前局長ジョネス氏は指摘している。 
一方、2001 年 5 月 3～4 日にワシントン DC で
開催された第 26 回米国科学振興協会コロキウム
（26th Annual AAAS Colloquium）では、「ブッシュ
大統領は、裁量的歳出の増加を、予算教書で示
した対前年 4%増にとどめたい意向が強く、各省に
対し、議会が予算要求の増額を示唆しても応じな
いように指示している。」という指摘があった。政府
R&D 費はほぼ全額が裁量的歳出に含まれるため、
今後、どの機関も大幅に予算が増加する可能性
は少ないと考えられる。 
 
4.4 EUの動向                      
 
4.4.1 欧州委員会の政策動向 
2001年 1月に、欧州委員会が支援するR&D活
動の基本コンセプトとなる「欧州研究圏構想」
(European Research Area Initiative)が提案され
た。 
2002 年には、この構想を実現するための有力
な手段となる第６次フレームワークプログラムがス
タートする予定であり、現在、欧州委員会を中心
に同プログラムの準備が進んでいる。 
本章では、まず欧州研究圏構想を、次に第６次
プログラムの特徴及び政策動向を解説する。 
 
4.4.2 欧州研究圏構想 
 
（１）構想の概要 
欧州研究圏構想とは、欧州の共通経済圏で商
品やサービスが取引されるように、研究活動の共
通市場を構築、運営し、各国の研究者間の交流
を深め、国境を越えた R&D 活動を活性化させる
ための政策構想である。 
この背景には、欧州には多くの COE（Center of 
Excellence）が存在するが、相互の協調性に欠け、
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欧州一体となって R&D 活動に取り組める土壌が
十分にできていないという問題意識がある。 
 
（２）構想に関わる取り組み 
図表７に欧州研究圏構想に関わる取り組みを
示す。 
 
図表 ７ 欧州研究圏構想に関わる取り組み 
 
2000年 1月 ビュスカン欧州委員会研究担当
大臣が欧州研究圏構想を提案。 
2000年 3月 リスボン欧州首脳会議で各国首
脳及び政府代表が、同構想を「知
識を基盤とした社会の構築と欧州
企業の競争力強化へ向け、重要
なコンセプト」として支援することを
約束。 
2000 年 3 月
～ 
2001年 12月 
欧州委員会による Excellenceマッ
ピング（リスボン欧州首脳会議が、
欧州の Excellenceを誰にも見える
よう Excellenceマップの作成を要
請）。 
2001年 3月 ストックホルム欧州首脳会議で各
国首脳及び政府代表が、同構想
の重要性を再確認。 
 
 
4.4.2 第６次フレームワークプログラム 
 
（１）プログラムの概要 
フレームワークプログラムとは、欧州委員会が
中心となり、加盟国の研究者による共同研究を支
援する 5 ヵ年プログラムである。2002年度から第６
次プログラムがスタートする予定である。 
第６次プログラムの予算は、第５次に比べて 17%
増の 175 億ユーロ（約 1.89 兆円）であり、重要分
野（下記7分野）に予算の６割を配分する。各分野
への予算配分は、図表８の通り。 
 
①ゲノムとバイオテクノロジー(20億ユーロ) 
②情報社会技術（36億ユーロ） 
③ナノテクノロジー・インテリジェント材料・新規
製造技術（13億ユーロ） 
④航空宇宙(10億ユーロ) 
⑤食品や環境変化のリスクコントロール 
（6億ユーロ） 
⑥持続的発展と気候変動（17億ユーロ） 
⑦欧州知識社会における市民とガバナンス 
（2.3億ユーロ） 
 
図表 ８ 第 6次フレームワークプログラムの 
分野別予算 
 
 
 
 
 
 
 
 
図中の番号は上記の分野に対応 
 
出典 Budget breakdown for the Research Framework 
Programme (2002-2006) as proposed by the 
European Commission, European  
Commission, 22.02.01 
 
これらのうち、特にゲノム、ナノテクノロジー、
情報技術は早急な取り組みへの優先順位が高
い。また、第５次に比べて、航空宇宙分野が重要
分野に含まれる一方で、エネルギー、運輸分野
が重要分野から外れていることも特徴的である。 
「欧州知識社会における市民とガバナンス」が
重要分野に取り上げられた背景には、欧州全体
に「科学と社会が契約を結ぶ必要がある」という
考え方が広まりつつあることがある。 
 
（２）プログラム実施へ向けて 
図表９に第６次プログラム実施までのスケジュ
ールを示す。 
第６次プログラムの下で実施される個別プログ
ラムの採択には、欧州理事会及び欧州議会の
承認が必要であり、両者の調整プロセスが複雑
なため、かなりの時間を要する。このため、欧州
委員会は、第６次では第５次に比べて個別プロ
グラムを大型化し、総数を減らすことで採択の効
率化を図る予定である。 
 
図表 ９ 第６次プログラム実施までのスケジュール 
 
2001年 2月 プログラムの原案提出。 
2001年 3月 ストックホルム欧州首脳会議
でプログラムの推進戦略提
出。 
2001年 8～9月 欧州議会の第一読会を経
て、同議会の意見提出。 
2001年秋 研究相理事会を経て、理事
会の意見提出。 
2002年中頃 第６次プログラムの開始。 
① 
② 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
⑦ 
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4.5 結言                         
 
米国は健康及び国防分野、EUはゲノム、ナ
ノテクノロジー及び情報技術分野を特に重視
している。一方、米国ではエネルギー及び農業
分野、EUではエネルギー及び運輸分野の相対
的重要度が低下している。 
こうした海外の動向を踏まえつつ、総合科学
技術会議には、効果的・効率的な資源配分の実
現へ向けた戦略立案を進めることが求められ
る。 
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科学技術動向研究センターのご紹介 
 
科学技術動向研究センターとは 
平成 13 年１月より内閣府総合科学技術会議が
設置され、従来以上に戦略性を重視する政策立
案が検討されています。科学技術政策研究所で
は、戦略策定に不可欠な重要科学技術分野の動
向に関する調査・分析機能を充実・強化するため、
1 月より新たに「科学技術動向研究センター」を設
立いたしました。 
本センターでは、第２次「科学技術基本計画」
の答申に示されたライフサイエンス、情報通信等
の重点分野の最新動向に係る情報の収集や今
後の方向性についての調査･研究に、下図に示
すような体制で取り組んでいます。 
センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学
技術会議、文部科学省へ政策立案に資する資料
として提供いたします。 
センターの具体的な活動は以下の３つです。 
 
（１）「科学技術専門家ネットワーク」による科学技
術動向分析 
わが国の産学官の研究者を「専門調査員」に委
嘱して（4 月 1 日現在 2400 人）、インターネットを
利用して科学技術動向に関する幅広い情報を収
集・分析する体制「科学技術専門家ネットワーク」
を3月16日より運営しています。 このネットワーク
を通じて、専門調査員より国内外の学術会合、学
術雑誌などで発表される研究成果等、注目すべ
き動向や今後の科学技術の方向性等に関するの
意見等を広く収集いたします。 
これらの情報に、センターが独自に行う調査・
研究の結果を加え、毎月 1回、「科学技術動向」と
してまとめ、総合科学技術会議、文部科学省を始
めとした科学技術関係機関等に配布いたします。
なお、この資料は http://www.nistep.go.jpにおい
ても公開します。 
 
（２）重要科学技術分野・領域の動向の調査研究 
今後、国として取り組むべき重点事項、具体的
な研究開発課題等を明確にすることを目的とし、
重要な科学技術分野・領域に関するキーテクノロ
ジー等を調査・分析します。 
さらに、重要な科学技術分野・領域ごとの科学
技術水準を欧米先進国と比較し、我が国の科学
技術がどのような位置にあるのかについての調
査・分析も行います。 
 
（３）技術予測に関する調査研究 
当研究所では、科学技術の長期的将来動向を
総合的に把握するため、デルファイ法による技術
予測調査をほぼ５年ごとに実施しています。これは、
今後３０年間の重要技術を抽出して、重要技術の
重要性評価や実現予測時期を分析するものであり、
センターは、多くの専門家の協力により本調査を
引き続き実施いたします。 
 
          
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
センター長 
ライフサイエンス・医療ユニット 
・全体の企画、調整、とりまとめ 
・社会基盤分野 
・フロンティア（宇宙・海洋）分野 
総括ユニット 
情報通信ユニット 
環境・エネルギーユニット 
材料・製造技術ユニット 
 
 
 
 
 
 
・ライフサイエンス分野 
 
・情報通信分野 
 
・環境分野 
・エネルギー分野 
・ナノテクノロジー・材料分野 
・製造技術分野 
 
 
 
 
 
＊それぞれのユニットには、職員の他、客員研究官（非常勤職員）を配置。 
＊センターの組織、担当分野などは適宜見直しを行う。 
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